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国予算（国債費、交付税、社保除き）に占める沖縄振興予算の割合 （※上記グラフの赤色部分に占める割合）
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４．沖縄振興予算の推移（政府全体予算との比較）について
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※（ ）内は前年度予算

那覇空港滑走路増設事業は、東アジアの
中心に位置する沖縄の優位性・潜在力を生
かすために必要不可欠なインフラづくりで
あり、「強く自立した沖縄」の実現に向け
た起爆剤の役割を担う。

３３０億円（330億円）
※平成31年度末の供用開始に向け、引き続き実施

沖縄振興特別推進交付金（ソフト）
８０６億円（８０６億円）

沖縄振興公共投資交付金（ハード）
８０７億円（８１１億円）※補正込みで同額

沖縄の実情に即してより的確かつ効果的
に施策を展開するため、沖縄振興に資する
事業を県が自主的な選択に基づいて実施。
１，６１３億円（1,618億円）

世界最高水準の教育・研究を行い、イノ
ベーションの国際的拠点となるため、新たな
研究棟の建設や新規教員の採用などOISTの
規模拡充に向けた取組を支援するとともに、
OIST等を核としたグローバルな知的・産業
クラスターの形成の進展を図る。

１６７億円（167億円）

公共事業関係費等 ：小禄道路、那覇港・石垣港における旅客船ターミナル、那覇空港など産業・観光の発展を支える道路や港湾、空港、
農林水産業振興のために必要な生産基盤などの社会資本の整備、学校施設の耐震化や災害に強い県土づくりなどを実施するため、
国直轄事業及び地方公共団体等への補助事業に係る公共事業関係費等を計上。

１，４２３億円 ※那覇空港滑走路増設事業を含む （1,424億円）
北部振興事業 ： 県土の均衡ある発展を図るため、北部地域の連携促進と自立的発展の条件整備として、産業振興や定住条件の整備等を
行う北部振興事業を実施。 ５１億円（51億円）

鉄軌道等導入課題詳細調査 ：鉄軌道等に関し、支線を含めたモデルルートや概算事業費等について精査するとともに、制度面などに関
して、詳細調査を行う。 １.５億円（２.０ 億円）

平成2７年３月末に返還された西普天間住宅地区跡地における国
際医療拠点構想の具体化に向けた取組や、拠点返還地跡地利用推進
のための交付金（１０億円）の創設など、駐留軍用地の跡地利用の
推進を図る。 １２.５億円（3.6億円）

沖縄県北部地域大型観光拠点推進調査：北部地域での国際競争力のある大型観光拠点を核とした観光エリアに期待される役割、滞在型
観光の確立や地域連携の推進、支援の在り方等に関する調査を行う。 １.２億円（新規）

全国に比べて特に深刻な沖縄の子供の貧困に関する状況に緊急に
対応するため、沖縄の実情を踏まえた支援員の配置や居場所づくり
を、モデル的・集中的に実施する。 １０億円（新規）

平成２８年度沖縄振興予算 ３，３５０億円
※平成２７年度予算 ３，３４０億円 ※対前年度比 ＋１０億円、＋０.３％

沖縄振興一括交付金 那覇空港滑走路増設事業 沖縄科学技術大学院大学

駐留軍用地跡地利用の推進 沖縄子供の貧困緊急対策事業

その他の主な事項

５．平成２８年度沖縄振興予算について

６



沖縄振興交付金事業推進費（内閣府政策統括官（沖縄政策担当）・沖縄振興局）

平成２８年度予算１６１２．９億円［対前年度比０．３％減］
（平成２７年度予算額１６１７．６億円）

○ 沖縄の実情に即してより的確かつ効果的に施策を展開するため、沖縄振興に資する事業を県が自主的な選択に基づいて実施でき
る一括交付金（平成２４年度創設、沖縄振興特別措置法に明記）。

○ 「沖縄振興特別推進交付金」と「沖縄振興公共投資交付金」に区分。

沖縄振興特別推進交付金
（ソフト交付金）

沖縄振興に資するソフト事業などを対象とし、移し替えせ
ずに原則内閣府で執行する沖縄独自の制度。

①自主的な事業選択
沖
縄
県②交付金を交付

（原則内閣府から交付）

内
閣
府

＜主な対象事業＞
沖縄の自立的・戦略的発展に資するものなど、沖縄の特殊性に基因する事業
・ 観光の振興
・ 情報通信産業の振興
・ 農林水産業の振興
・ 雇用促進
・ 人材育成 など

＜交付率＞８／１０

沖縄振興公共投資交付金
（ハード交付金）

各府省の地方公共団体向け投資補助金等のうち、沖縄振興に
資するハード事業に係る補助金等の一部を一括交付金化。原則
各省に移し替えて執行。

①自主的な事業選択

沖
縄
県

②交付金を交付
（原則各省に移し替えて交付）

内
閣
府

＜交付率＞ 既存の高率補助を適用

＜主な対象事業＞
・ 学校施設環境改善（文部科学省）
・ 水道施設整備（厚生労働省）
・ 農山漁村地域整備（農林水産省）

・ 社会資本整備（国土交通省） など

平成２８年度予算８０６．６億円 ［対前年度比０．６％減］

（平成２７年度予算額８１１．２億円、補正予算４．７億円）

平成２８年度予算８０６．４億円 ［前年度同額］

（平成２７年度予算額８０６．４億円）

６．沖縄振興一括交付金制度について

７




